
第９号様式　その１

１　事業者の氏名等

２　報告する事業所等の全体の状況（2018年度）

３　地球温暖化対策のレベル

４　事業者としての取組

５　特記事項

（日本工業規格A列4番）

地球温暖化対策報告書（その１）

カシオ計算機株式会社

事 業 者 番 号 A 1 2 0 1

事業所

取組方針
【中長期の温室効果ガス削減目標】カシオグループ全体の温室効果ガス排出量(スコープ
1、2)を 2013年度基準で2030年度までに26%削減、2050年度までに80%削減する

0 kl
原 油 換 算 エ ネ ル ギ ー
使 用 量 の 合 計

重 点 対 策 の レ ベ ル 1

条 例 第 8条 の 23第 2項
報 告 事 業 所 数

0

2,844 kl
原 油 換 算 エ ネ ル ギ ー
使 用 量 の 合 計9

条 例 第 8条 の 23第 1項
報 告 事 業 所 数

事業所

組織体制の
整備の状況

重点対策 その他対策

対策番号 対策名

A115

A102 温暖化対策推進担当の配置 A107 排出状況の整理・分析・提供

対策番号 対策名

A101 地球温暖化対策の方針等の設定 A105 取組内容や点検体制の定期的改善

A108 組織横断的な推進体制の整備

A113 推進担当者の知識向上・内部還元

事 業 者 の 氏 名
( 法 人 に あ っ て は 名 称
及 び 代 表 者 の 氏 名 ) 代表取締役 社長　樫尾 和宏

A114 温暖化対策優良事例の情報収集

優良事例の組織内共有体制の構築

A103 具体的な取組目標と内容の設定



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 カシオ計算機株式会社・本社

事 業 所 番 号 A 1 2 0 00

事 業 所 等 の 所 在 地

1

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 5 －

7

3 区 市 町 村 名8

－ 0

5 東京都渋谷区

本町１－６－２

4

1年未満

1

□■ 1年度分26,366.60 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

2 7

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 827

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,605

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

13

総　計（④=②+③） 1,618

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

60.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

22,135.4 45.00

□ 0.0

996.1 0.014 49.7

□ 0.0

□ 0.0

22,306.3 0.489

0.0

0.489 462.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 2,237,342.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※２

合　計

1,094.1

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 944,751.0 9.28 8,767.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

20,708.0 0.251

32,069.7

19,403.0

5.2

8.5

kWh

m
3

1,605.7

0.439

13.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

地球温暖化対策の方針等の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A201

A204

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205 取組内容や点検体制の定期的改善

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較 設備ごとに詳細に把握

所内の温室効果ガス排出量を集計

組織横断的な推進体制の整備

時間的に詳細に把握

B104

取組状況の点検体制の構築 A206

A208

過去のデータによる傾向の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C105 昼休み時の消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C108

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

温度計等による室温の把握と調整

C109 空室・不在時等の空調停止 C123 温湿度の適正管理

C128 ポンプ・ファンの流量、圧力調整

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D105 換気フィルターの清掃・点検
設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D104 空調フィルターの清掃・点検 D107

D108

ボイラ等の空気比の調整

その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E131

E114 高効率パッケージの採用 E136

冷凍・冷蔵用高効率冷凍機の採用

デマンドコントローラの設置

E140 ＢＥＭＳの導入

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E120 ヒートポンプ式給湯器等の導入

目標のCO2排出量は営業車の燃料も含む。また、電気のCO2換算係数は、GHGプロトコル計算ツールの日本のCO2排出係
数（0.551）を適用している。

1,809.8

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 カシオ計算機株式会社・羽村技術センター

事 業 所 番 号 A 1 2 0 00

事 業 所 等 の 所 在 地

1

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 2 0 －

8

5 区 市 町 村 名8

－ 0

5 東京都羽村市

栄町３－２－１

5

1年未満

5

□■ 1年度分38,479.00 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

2 7

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1,282

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 2,575

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

20

総　計（④=②+③） 2,595

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

66.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（軽油）

その他（灯油）

その他（LPG）

その他（）

0.0 45.00

□ L 126,000.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ L 300.0 37.70 11.3 0.019 0.8

4,624.2 0.019 313.7

□ kg 10,840.0 50.80 550.7 0.016 32.5

32,194.3 0.489

0.0

0.489 649.2
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 3,229,116.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※２

合　計

1,579.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 1,327,560.0 9.28 12,319.8

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

32,464.0 0.251

49,700.2

28,766.0

8.1

12.6

kWh

m
3

2,575.2

0.439

20.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

地球温暖化対策の方針等の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A201

A204

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A206 所内の温室効果ガス排出量を集計

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B107

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

排出状況の整理・分析・提供

組織横断的な推進体制の整備

時間的に詳細に把握

B106

取組状況の点検体制の構築 A207

A208

主要設備の使用状況の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C124 冷凍機等の出入口温度把握と調整

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C123 温湿度の適正管理

CB37 ４Ｓ（整理・整頓等）の実施 C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C120 外灯等の点灯時間の季節別管理

CB18

CB41

外灯等の点灯時間の季節別管理

温湿度の適正管理

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D105 換気フィルターの清掃・点検

契約電力の変更の検討CB47

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108

D106 ボイラ等の定期点検の実施

その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E104

E114 高効率パッケージの採用 E136

照明点灯範囲の細分化

デマンドコントローラの設置

E140 ＢＥＭＳの導入

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E108 高効率照明器具の採用（屋外）

目標のCO2排出量は営業車の燃料も含む。また、電気のCO2換算係数は、GHGプロトコル計算ツールの日本のCO2排出係
数（0.551）を適用している。

2,937.6

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 カシオ計算機株式会社・八王子技術センター

事 業 所 番 号 A 1 2 0 00

事 業 所 等 の 所 在 地

1

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 9 －

5

6 区 市 町 村 名8

－ 0

5 東京都八王子市

石川町２９５１―5

5

1年未満

2

□■ 1年度分24,693.38 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

2 7

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 424

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 829

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 834

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

33.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

56,651.8 45.00

□ 0.0

2,549.3 0.014 127.1

□ 0.0

□ 0.0

8,154.3 0.489

0.0

0.489 302.2
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 817,884.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※２

合　計

399.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 618,038.0 9.28 5,735.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

6,397.0 0.251

16,439.0

8,889.0

1.6

3.9

kWh

m
3

829.3

0.439

5.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

地球温暖化対策の方針等の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A201

A204

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A206 所内の温室効果ガス排出量を集計

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 主要設備の使用状況の把握

所内で温暖化対策情報の提供

推進担当者の知識向上・内部還元

時間的に詳細に把握

B107

取組状況の点検体制の構築 A211

A213

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C105 昼休み時の消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C108

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C123 温湿度の適正管理

温度計等による室温の把握と調整

C109 空室・不在時等の空調停止 C112 季節に応じた外気導入量の適正化

CB04 採光を利用した消灯の実施 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CB37 ４Ｓ（整理・整頓等）の実施 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

CB38

CB39

研究手順に適した機器の配置

運転方法ルール化と不使用時停止

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D105 換気フィルターの清掃・点検

契約電力の変更の検討CB47

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D104 空調フィルターの清掃・点検 D107

D106 ボイラ等の定期点検の実施 D108

ボイラ等の空気比の調整

その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E112

E114 高効率パッケージの採用 E136

空調用高効率冷凍機の採用

デマンドコントローラの設置

E123 トップランナー機器の採用 E140 ＢＥＭＳの導入

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E113 高効率ボイラの採用（空調用）

目標のCO2排出量は営業車の燃料も含む。また、電気のCO2換算係数は、GHGプロトコル計算ツールの日本のCO2排出係
数（0.551）を適用している。

980.6

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 カシオテクノ株式会社・秋葉原本社

事 業 所 番 号 A 1 2 0 00

事 業 所 等 の 所 在 地

1

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

1

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都千代田区

神田佐久間町２―２３

2

1年未満

1

□■ 1年度分1,116.43 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 30

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 59

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 59

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

52.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ 0.0

0.0 0.014 0.0

□ 0.0

□ 0.0

921.3 0.489

0.0

0.489 14.5
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 92,407.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※２

合　計

45.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 29,598.0 9.28 274.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

537.7 0.251

1,196.0

537.7

0.1

0.2

kWh

m
3

59.7

0.439

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

過去のデータによる傾向の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

運 用 対 策

設備保守対策

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

E114 高効率パッケージの採用

E103 高効率照明器具の採用（屋内）

目標のCO2排出量は営業車の燃料も含む。また、電気のCO2換算係数は、GHGプロトコル計算ツールの日本のCO2排出係
数（0.551）を適用している。

76.1

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 カシオテクノ株式会社・テクニカルセンター

事 業 所 番 号 A 1 2 0 00

事 業 所 等 の 所 在 地

1

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 2 0 －

2

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都武蔵村山市

伊奈平３―２８―２

2

1年未満

8

□■ 1年度分3,647.00 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 110

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 212

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 213

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

58.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ 0.0

0.0 0.014 0.0

□ 0.0

□ 0.0

3,606.3 0.489

0.0

0.489 36.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 361,713.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※２

合　計

176.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 73,689.0 9.28 683.8

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

1,592.0 0.251

4,290.1

1,592.0

0.4

0.7

kWh

m
3

212.9

0.439

1.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

過去のデータによる傾向の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

運 用 対 策

設備保守対策

設備導入対策

目標のCO2排出量は営業車の燃料も含む。また、電気のCO2換算係数は、GHGプロトコル計算ツールの日本のCO2排出係
数（0.551）を適用している。

257.2

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 カシオビジネスサービス株式会社・本社

事 業 所 番 号 A 1 2 0 00

事 業 所 等 の 所 在 地

1

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 2 0 －

3

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都羽村市

神明台4―９―１４

2

1年未満

5

□■ 1年度分2,061.31 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 45

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 87

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 87

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

42.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ 0.0

0.0 0.014 0.0

□ 0.0

□ 0.0

1,435.8 0.489

0.0

0.489 17.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 144,011.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※２

合　計

70.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 34,809.0 9.28 323.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

656.0 0.251

1,758.8

656.0

0.2

0.3

kWh

m
3

87.4

0.439

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

過去のデータによる傾向の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

運 用 対 策

設備保守対策

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

E103 高効率照明器具の採用（屋内）

目標のCO2排出量は営業車の燃料も含む。また、電気のCO2換算係数は、GHGプロトコル計算ツールの日本のCO2排出係
数（0.551）を適用している。

96.7

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 カシオマーケティングアドバンス株式会社・平河町ビル

事 業 所 番 号 A 1 2 0 00

事 業 所 等 の 所 在 地

1

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

6

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都千代田区

平河町２－４－１２

9

1年未満

2

□■ 1年度分1,779.69 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 37

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 72

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 72

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

40.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ 0.0

0.0 0.014 0.0

□ 0.0

□ 0.0

1,228.2 0.489

0.0

0.489 11.8
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 123,190.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※２

合　計

60.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 24,140.0 9.28 224.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

532.0 0.251

1,452.2

532.0

0.1

0.2

kWh

m
3

72.0

0.439

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

過去のデータによる傾向の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

運 用 対 策

設備保守対策

設備導入対策

E114 高効率パッケージの採用

目標のCO2排出量は営業車の燃料も含む。また、電気のCO2換算係数は、GHGプロトコル計算ツールの日本のCO2排出係
数（0.551）を適用している。

83.2

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 カシオ計算機株式会社・初台エステートビル

事 業 所 番 号 A 1 2 0 00

事 業 所 等 の 所 在 地

1

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 5 －

9

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都渋谷区

本町１―１０―１２

7

1年未満

1

□■ 1年度分1,674.39 m
2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

2 7

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

使用フロア増加による延床面積変更

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 36

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 70

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 70

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

41.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ 0.0

0.0 0.014 0.0

□ 0.0

□ 0.0

1,118.2 0.489

0.0

0.489 15.4
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 112,157.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※２

合　計

54.8

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 31,433.0 9.28 291.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

1,173.0 0.251

1,409.9

1,173.0

0.3

0.5

kWh

m
3

70.2

0.439

0.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A501 ビル所有者の対策や要請に協力

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

過去のデータによる傾向の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

運 用 対 策

C114 事務用機器を省エネモードに設定

設備保守対策

設備導入対策

目標のCO2排出量は営業車の燃料も含む。また、電気のCO2換算係数は、GHGプロトコル計算ツールの日本のCO2排出係
数（0.551）を適用している。

69.9

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 カシオ計算機株式会社・九段センタービル

事 業 所 番 号 A 1 2 0 10

事 業 所 等 の 所 在 地

1

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

0

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都千代田区

九段北４－１－７

7

1年未満

2

□■ 1年度分3,479.85 m
2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

2 7

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 53

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 104

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 104

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当たり
の量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

29.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ 0.0

0.0 0.014 0.0

□ 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

104.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 213,607.1 9.76 2,084.8 0.489

0.0 0.251

2,084.8

0.0

0.0

0.0

kWh

m
3

104.5

0.439

0.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A501 ビル所有者の対策や要請に協力

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

過去のデータによる傾向の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C114 事務用機器を省エネモードに設定

設備保守対策

設備導入対策

目標のCO2排出量は営業車の燃料も含む。また、電気のCO2換算係数は、GHGプロトコル計算ツールの日本のCO2排出係
数（0.551）を適用している。

270.3

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無


